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１．託送料金制度（レベニューキャップ制度）の概要と
前回の審査結果

２．今回の期中調整の概要
３．発電側課金の導入
４．今後のスケジュール
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電力託送料金とは

⚫ 電力託送料金は、変電所・送配電網などの建設・運用・保守や、需給調整、電力使
用量の把握などに充てられる費用であり、電力コストの3割程度を占める。

※託送料金には、原子力関連費用（以前に作った原子力発電所を将来廃炉するための費用や賠償金のための積立金）も含まれます。
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電力託送料金の決定方法

⚫ 電力託送料金は、2023年度から新制度（レベニューキャップ制度）に移行。

⚫ 新制度（レベニューキャップ制度）においては、各一般送配電事業者が、
（１）規制期間（5年間）の収入の見通しを申請し、経産大臣が承認。
（２）収入の見通しの範囲内で設定した託送料金単価を申請し、経産大臣が認可。

⚫ 経産大臣の承認・認可に当たっては、電力・ガス取引監視等委員会に意見聴取。

①収入の見通しの承認

一般送配電事業者 経済産業大臣

電力・ガス
取引監視等委員会

承認申請

承認

意見聴取 回答

②託送料金約款の認可

一般送配電事業者 経済産業大臣

電力・ガス
取引監視等委員会

認可申請

認可

意見聴取 回答

各供給エリアに一般送配電事業者が存在（全１０事業者）



レベニューキャップ制度の全体像

⚫ レベニューキャップ制度では、一般送配電事業者ごとに策定した事業計画（５年間）の
実施に必要な費用をもとに収入の見通しを算定し、国の承認を受ける。

⚫ 事業計画（５年間）の終了後、達成状況を評価し、収入の見通しよりも実績費用が
下回る場合には、効率化成果の半分を次の規制期間において需要家に還元する。

5

利益収入上限
（収入の見通し）

の算定

【国の承認】

期初
（規制期間開始時）

期中
（規制期間中）

事後
（規制期間終了時）

事業計画
の達成状況
を評価

収入上限を
超えて収入を
得ていないか
等の評価

収入上限を超えない範囲で料金設定

収入上限
指
針

事業計画の策定

・・・

収入上限

実
績
費
用

事業計画の策定

翌期

事業計画に基づき
送配電事業を実施

必要に応じて期中に評価

再エネ主力電源化や
レジリエンス強化等に向けた

投資を確実に実施

実績費用が収入上限を下回る場合、
効率化分は事業者の利益となる

効率化成果を翌期収入上限に
反映し系統利用者に還元
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⚫ 各区分費用ごとに統計査定及び個別検証を組み合わせて丁寧な検証を実施。

OPEX（第一区分費用）

CAPEX
（第二区分費用）

その他費用
（第三区分費用）

次世代投資費用

その他費用
（修繕費、支障木伐採費用等）

控除収益

①シンボリック費
用等の精査

②統計手法を用いた横比較
・トップランナー補正等
（重回帰分析）

③一般送配電事業者か
らの申し出があった費用
の個別査定

①統計手法を用いた横比
較・トップランナー補正等
（重回帰分析、中央値）

②一般送配電事業者から申し出のあった費用の
個別査定（無電柱化など）

①CAPEX主要設備の査定率の適用 ②①の検証結果の上回り分について個別査定

主要設備

その他設備

①申請された投資件名について、次
世代性の区分精査

②投資件名ごとの個別査定

個別査定（実績収益を収入上限に反映）

個別査定

その他投資
（通信工事、システム、建物等）

②①の検証結果の上回り分について個別査定

過去実績等を踏まえつつ、投資件名ごとの個別査定

事業報酬、追加事業報酬 事業報酬率の見直し、レートベースの査定

①CAPEX主要設備の査定率の適用

個別査定

第１規制期間における「収入の見通し」の検証内容（概要）

事後検証費用 個別査定

効
率
化
係
数
の
設
定
の
検
証

制御不能費用

投資量の妥当性について個別査定

第27回料金制度専門会合
資料5（2022年11月28日）
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「収入の見通し」の検証に当たって重視すべき事項

⚫ 指針、審査要領及び委員・オブザーバーのご意見を踏まえ、今回の「収入の見通し」の検証作業を行うに当た
り重視した事項としては以下のとおり。

次世代投資の各プロジェクト（研究開発、投資）における、費用便益効果を検証

10社横比較及びトップランナー的補正の実施

次世代投資に係る中長期プロジェクトの妥当性・実現可能性を検証 など

効率化係数の対象費用を検証 など

需給調整市場を通じて調達する調整力関連費用などの適切性を検証 など

設定された投資量と将来の再エネ連系量やリスク量との整合性を検証

工事件名ごとの投資目的、投資時期、投資量の妥当性を検証

規制期間に加え、中長期的な投資計画遂行にあたり施工力確保の見通しが立っているかを検証 など

４）コストの徹底的な効率化

３）電力の安定供給に向けた対応費用

２）送配電ネットワークの次世代化に向けた取組効果

１）再エネ主力電源化・レジリエンス強化などに必要な投資量の確保

規制期間の見積り諸元となるデータ（過去実績等）を検証
※必要に応じて、一部費用については、分社後データと参照期間データの比較等を実施

第27回料金制度専門会合
資料5（2022年11月28日）
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⚫ ７月に各一般送配電事業者から提出された収入の見通しは、現行原価比で平均＋6.5％。

⚫ 料金制度専門会合において、厳正な検証作業を実施。10社の規制期間合計で5,175億円
（1,034億円/年）の減額査定（現行原価比での増額分のうち35%の圧縮）となった。（現
行原価比で平均＋4.2%）

⚫ 12月８日付けの各社からの申請について、料金制度専門会合のこれまでの検証結果を適切に反
映したものとなっていることを確認。

⚫ なお、承認申請にあたり、各一般送配電事業者（沖縄電力を除く）にて最終保障供給に係る過
去収支実績が追加算入された結果、現行原価比で平均＋4.5％となっていることを確認。

収入の見通しの検証結果及び申請内容

（単位：億円）

（単位：億円）
北海道
電力NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力 合計

現行原価/年 1,913 4,587 14,541 6,085 1,305 7,055 2,820 1,501 4,494 535 44,835

7月提出収入見通し/年
(対現行託送原価比)

2,015
(+5.3%)

4,855
(+5.8%)

15,076
(+3.7%)

6,395
(+5.1%)

1,496
(+14.7%)

7,289
(+3.3%)

3,230
(+14.5%)

1,601
(+6.6%)

5,073
(+12.9%)

714
(+33.5%)

47,743
(+6.5%)

査定額/年
(対現行託送原価比)

▲28
(▲1.5%)

▲81
(▲1.8%)

▲398
(▲2.7%)

▲107
(▲1.8%)

▲27
(▲2.1%)

▲147
(▲2.1%)

▲82
(▲2.9%)

▲42
(▲2.8%)

▲98
(▲2.2%)

▲23
(▲4.3%)

▲1,034
(▲2.3%)

検証後収入見通し/年
(対現行託送原価比)

1,987
(+3.9%)

4,774
(+4.1%)

14,677
(+0.9%)

6,288
(+3.3%)

1,469
(+12.6%)

7,143
(+1.2%)

3,148
(+11.6%)

1,559
(+3.8%)

4,974
(+10.7%)

691
(+29.1%)

46,709
(+4.2%)

＜上記の検証後、最終保障供給に係る過去収支実績を追加算入＞

追加算入額/年 1 15 59 30 3 12 6 1 1 － 127

今回申請収入見通し/年
(対現行託送原価比)

1,988
(+3.9%)

4,789
(+4.4%)

14,736
(+1.3%)

6,319
(+3.8%)

1,472
(+12.9%)

7,154
(+1.4%)

3,153
(+11.8%)

1,560
(+3.9%)

4,975
(+10.7%)

691
(+29.1%)

46,836
(+4.5%)

※1 現行原価は令和2年10月の変分改定影響を除く。 ※2 7月提出額には、提出後に各社から自主的に報告があった修正額を含む。

第29回料金制度専門会合
資料4（2022年12月19日）
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認可された託送料金単価

⚫ 最終的に認可された託送料金の電圧別のkWhあたり平均単価は、沖縄電力を除く９
社においては、概ね、特別高圧２円台、高圧４円台、低圧８～10円台となっている。

（単位）
北海道
電力NW

東北電力
NW

東京電力
PG

中部電力
PG

北陸電力
送配電

関西電力
送配電

中国電力
NW

四国電力
送配電

九州電力
送配電

沖縄電力

特別高圧
円/kWh 2.83 2.32 2.40 2.07 2.35 2.38 2.07 2.38 2.62 4.21

改定率※ ＋4.7％ ＋2.7％ ＋6.0％ ＋7.8％ ＋20.5％ ＋3.4％ ＋11.8％ ＋3.9％ ＋7.8％ ＋15.0％

高圧
円/kWh 4.81 4.83 4.24 3.91 4.57 4.85 4.75 4.81 4.60 6.73

改定率※ ＋14.1％ ＋3.6％ ＋8.4％ ＋12.7％ ＋17.2％ ＋17.2％ ＋17.5％ ＋13.2％ ＋15.3％ ＋16.8％

低圧
円/kWh 10.02 10.75 9.02 9.51 8.98 8.20 9.63 9.72 9.68 11.88

改定率※ ＋8.3％ ＋10.1％ ＋2.2％ ＋4.6％ ＋14.4％ ＋3.5％ ＋16.2％ ＋10.6％ ＋10.8％ ＋13.3％

合計
円/kWh 6.89 6.21 5.49 4.98 5.39 5.30 5.53 6.26 6.09 8.60

改定率※ ＋9.9％ ＋7.3％ ＋4.3％ ＋7.6％ ＋15.9％ ＋7.2％ ＋16.0％ ＋10.8％ ＋11.7％ ＋14.4％

※改定前の収入単価からの改定率。
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送配電効率化・計画進捗確認ワーキンググループにおける検証

⚫ 令和５年度からレベニューキャップ制度が開始されるにあたり、一般送配電事業者各社
は効率化計画を含め、事業計画を着実に実施していくことが求められるため、料金制度
専門会合の下部に「送配電効率化・計画進捗確認WG」を設置。

⚫ 検証にあたっては、１月 31日付けで河野消費者担当大臣から西村経済産業大臣に
対し提出された「託送料金の妥当性について（再意見）」における指摘事項を踏まえ、
マクロ視点からの分析のみならず、関係企業ヒアリングや実査等を行うなど、ミクロ視
点からの検証も実施。

【開催実績】
第1回 2023年5月25日
１． 送配電効率化・計画進捗確認 WGの進め方について
２． 関係企業等からのヒアリングについて (三菱電機・日本ガス協会)
３． 広域機関からのヒアリングについて

※資料：https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_optimize/0001_haifu.html

第2回 2023年8月2日
１． 第１回 WG の振り返りについて
２． マクロ的検証の結果（変圧器・遮断機）及び関係企業からのヒアリング（明電舎）について
３． ミクロ的検証の報告について

※資料：https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_optimize/0002_haifu.html

第47回料金制度専門会合
資料3（2023年9月17日）

マクロ、ミクロ検
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１．託送料金制度（レベニューキャップ制度）の概要と
前回の審査結果

２．今回の期中調整の概要
３．発電側課金の導入
４．今後のスケジュール



収入の見通しの事後調整について

⚫ レベニューキャップ制度では、期初において各社の事業計画を基に設定した｢収入の見
通し｣と規制期間における費用実績との乖離額について、エネルギー政策の変更や、
一般送配電事業者の裁量によらない外生的な費用の変動を要因とする場合、省令
上、事後調整（規制期間中における収入の見通しの調整（期中調整）、翌規制期
間における収入の見通しの調整（翌期調整））の仕組みが設けられている。

⚫ 2023年9月29日、各一般送配電事業者は経済産業大臣に対し、第一規制期間の
「収入の見通し」の変更申請を行った。

12

第46回 料金制度専門会合
資料4（2023年7月18日）

一部修正
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期中調整の各項目の概要説明

項目 概要
各一般送配電事業者からの
申請理由に関する説明

追加kW・kWh公募費用
2022年度における夏季・冬季の追加供給力の
確保に係る費用 資源エネルギー庁の審議会における

議論により、レベニューキャップ制度
開始前の費用の算入が認められてい
るが、前回承認時は見積困難として
反映していなかった。今回、2022年
度の実績が確定した。

インバランス収支過不足
(追加kW・kWh公募を除く)

2022年度におけるインバランス収支額（追加
kW・kWh公募費用を除く）

最終保障供給対応
2022年度における最終保障供給契約を締結し
ている需要家への電力供給に関する収支額（前
回承認時に算入済のものを除く）

容量拠出金
（稀頻度リスク相当 2025～27年度）

容量拠出金の負担見直し内容の反映

資源エネルギー庁の審議会における
議論の結果、前回承認時の想定値
との乖離が生じている。

容量拠出金
（オークション結果反映）

・2026年度向け容量市場メインオークション約定
結果の反映

オークションや公募の結果が公表さ
れたことにより、前回承認時の想定値
との乖離が生じている。

ブラックスタート公募費用
（オークション結果反映）

・2023年度及び2026年度向けブラックスタート機
能公募の結果の反映

電源Ⅰ・Ⅰ´公募費用
（公募結果反映）

・2023年度向け電源Ⅰ・Ⅰ´公募の結果の反映

⚫ 各一般送配電事業者は、下記の項目について、①省令により事後調整の対象の費用
であると規定されていること、②前回承認時からの状況変化による実績の確定等によ
り見積の差異が生じていること等として、託送料金の平準化や受益と負担の公平性の
観点から、期中調整の申請を行ったと説明している。

第48回 料金制度専門会合
資料4（2023年10月17日）
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各社の期中調整の申請額（変更額のみ）内訳

⚫ 各一般送配電事業者の収入の見通しの期中調整に係る申請額（前回承認額との差
額のみ）の内訳は以下のとおり。
※事業計画についても申請額に沿って金額の変更が行われている。

単位：億円
査定
区分

北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計

追加kW・kWh公募費用

制御不能
費用

29 129 462 156 34 169 71 32 100 - 1,183

インバランス収支過不足
(追加kW・kWh公募を除く)

99 ▲9 ▲148 3 9 131 ▲20 ▲9 80 9 144

最終保障供給対応 ▲26 ▲32 ▲404 ▲109 ▲8 13 ▲73 ▲1 ▲13 ‐ ▲654

容量拠出金
（稀頻度リスク相当 2025～27年度）

12 25 100 46 10 51 19 9 37 - 308

容量拠出金
（オークション結果反映）

▲2 ▲34 ▲134 ▲61 ▲13 ▲68 ▲26 ▲12 ▲7 - ▲356

ブラックスタート公募費用
（公募結果反映）

0 0 22 9 0 47 14 18 ▲5 - 106

電源Ⅰ・Ⅰ´公募費用
（公募結果反映）

事後検証
費用

10 ▲29 ▲31 ▲32 12 15 8 3 17 1 ▲25

期中調整額の合計 122 50 ▲133 13 44 358 ▲7 40 209 10 707

期中調整額の合計 （変更が反映される2024～

27年度（４年間）における年平均）
30 13 ▲33 3 11 90 ▲2 10 52 2 177

【参考】現行の収入の見通し
（５年平均、2022年12月承認）

1,988 4,789 14,736 6,319 1,472 7,154 3,153 1,560 4,975 691 46,836

（出典）各社申請様式より事務局作成、億円未満を四捨五入

第49回料金制度専門会合
資料４（2023年11月8日）

第48回 料金制度専門会合 資料３（2023年10月17日） 一部修正・追記
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⚫ 追加KWの資料とか
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【参考】最終保障供給の契約電力及び件数の推移

⚫ 最終保障供給の契約電力及び件数は、本年10月２日時点では昨年時点と比べて、
いずれも減少。他方、急増する前の2022年３月末の水準は引き続き上回っている。

875 

5,478 5,118 

13,188 
14,691 

30,389 

35,846 

41,916 

45,871 

42,937 
41,736 41,406 

40,247 

37,866 

25,395 

19,925 

16,989 

14,227 
12,686 

11,537 
10,011 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

最終保障供給の契約電力及び件数

（2022年2月28日～2023年10月2日）

契約電力(kW) 契約件数

（件）
（kＷ）

※ 2023年10月2日時点。各一般送配電事業者に聴取した契約済件数を基に電力・ガス取引監視等委員会が作成。現在契約手続中の申込みにおける遡り契約の状況等により、
変動することもありえる。

第49回料金制度専門会合
資料４（2023年11月8日）
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【参考】最終保障供給料金への卸市場価格の反映

⚫ 最終保障供給料金への卸市場価格の反映については、制度設計専門会合及び資源
エネルギー庁の審議会で議論・整理がなされた後、沖縄電力を除く一般送配電事業者
９社から最終保障供給約款変更の届出があり、2022年９月１日から導入された。

第73回 制度設計専門会合
資料７（2022年５月31日）

第49回料金制度専門会合
資料４（2023年11月8日）
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【参考】燃料制度（最終保障供給料金）と期ずれの関係について

⚫ 小売料金同様に、最終保障供給料金にも燃料費調整制度が組み込まれており、燃料価
格の上昇局面では赤字が、下降局面では黒字が発生する。

⚫ なお、最終保障供給料金については、2022年9月1日から卸市場価格の価格水準を反映
するための補正項が導入され、卸市場価格が従量料金単価（燃調込み）を上回る場合
は、補正項により料金を比較的速やかに調整。（2ヶ月遅れで反映）

第64回電力・ガス基本政策小委員会
（2023年8月8日）資料４

※左図は、小売経過料金の燃
料費調整制度を説明したもの。
上述のとおり、最終保障供給料
金においては、卸市場価格が従
量料金単価（燃調込み）を上

回れば、補正項が加算される。
（燃調上限価格に達していると
きも同様。）
また、最終保障供給料金につい
ては、一般的な高圧料金メニュー
同様、燃調上限価格は設定され
ていない。
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【参考】容量拠出金の負担イメージ（稀頻度リスク相当）
第49回料金制度専門会合
資料４（2023年11月8日）

第81回電力・ガス基本政策小委員会
制度検討作業部会 資料４（2023年６月21日）
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１．期中調整の必要性（申請理由）について

⚫ 電気事業法※１においては、「エネルギー政策の変更その他のエネルギーをめぐる諸情勢の変化」
等を目的とした申請であって、外生的要因によって「収入の見通しの算定にあたり予見できない
費用の増減が規制期間において生じ」るなど、算定省令※２及び算定指針※３に沿った申請であ
る場合には、期中調整が認められている。
※１電気事業法第17条の２第５項第１号イ及び同法施行規則第17条の５第６号
※２一般送配電事業者による託送供給等に係る収入の見通しに関する省令
※３一般送配電事業者による託送供給等に係る収入の見通しの適確な算定等に関する指針

⚫ 今回の期中調整の申請理由を項目別に整理したところ、以下のとおり。

＜追加kW・kWh公募費用＞＜インバランス収支過不足＞＜最終保障供給対応＞
エネルギー情勢の変化等によるものとして、第一規制期間の収入の見通しへの算入が
認められていた費用であるところ、2022年度実績費用が確定したため

＜容量拠出金（稀頻度リスク相当）＞＜容量拠出金（オークション結果反映）＞ ＜ブラックスタート公募費
用（2026年度向け）＞
資源エネルギー庁の第62回電力・ガス基本政策小委員会（2023年５月30日）において、
容量拠出金に係る一般送配電事業者の費用負担の在り方が整理されたものであり、
また、2026年度向けの容量拠出金について、オークション等が終わり費用が確定したため
※ブラックスタート公募費用（2026年度向け）については、容量拠出金の額に応じて変動するもの

＜ブラックスタート公募費用（2023年度向け）＞＜電源Ⅰ・Ⅰ´公募費用＞
公募結果が確定し、想定値と実績値の乖離値が確定したため

第49回料金制度専門会合
資料４（2023年11月8日）
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１－４．期中調整に関するその他の観点及び検証結果について

⚫ 項目ごとの期中調整の必要性・許容性に加えて、今回の期中調整の申請については、
以下の観点についても考慮することが適当ではないか。

➢ 2024年度からの発電側課金導入に伴う託送料金単価改定が行われるため、一般送配
電事業者による料金改定に伴う周知や関係事業者における料金改定への対応が、期中調
整の実施有無にかかわらず発生する状況であること。一般論としては規制期間中の料金は
一定とすることで需要家側の予見可能性を確保する利点も認められるところ、こうした料金改
定が予見される特殊な状況においては、早期に期中調整を行うことは、受益と負担の公平性
や負担の平準化の観点からも望ましいこと

➢ エネルギー政策の変更に伴う費用やエネルギー情勢の変化に伴う費用については、早期に
期中調整を行い、一般送配電事業者のこれまでの支出・収入を一旦精算することで、今後
発生する可能性のある安定供給上の政策課題について、一般送配電事業者における円滑
な対応が期待されること

⚫ 前スライドまでの項目ごとの確認結果及び上記の観点を踏まえると、今回の期中調整の
必要性について、妥当と認められるのではないか。

⚫ なお、期中調整の必要性については、申請があった場合に都度審査を行うものであり、
今回の審査結果は、今後の審査方針を何ら拘束するものではない。

第49回料金制度専門
会合 資料４

（2023年11月8日）
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３．期中調整の審査結果

⚫ 各一般送配電事業者の期中調整の申請内容について、事務局の検証の結果、問題はないこと
が確認されたが、当専門会合として、このとおりに審査結果をとりまとめることとしてはどうか。

⚫ なお、期中調整の申請内容を収入の見通しに反映した結果、2022年12月に承認された収入の
見通し比で平均＋0.4%（年平均）となる。

⚫ 上記の審査結果については、今後、電力・ガス取引監視等委員会に報告することとしたい。
※なお、当該申請の承認がなされた場合、各一般送配電事業者は、電気事業法第17条の２第６項に基づき、その収入の
見通しを公表することとなる。
その後、各一般送配電事業者は、電気事業法第18条第１項に基づき、経済産業大臣宛てに託送供給等約款の変更認
可申請を行うこととなるが、その際には、2024年度から導入される発電側課金に係る単価等の変更を含め、経済産業大臣
宛てに変更認可申請がなされる見込み。

単位：億円
北海道
NW

東北
NW

東京
PG

中部
PG

北陸
送配電

関西
送配電

中国
NW

四国
送配電

九州
送配電

沖縄
電力

合計

①期中調整額合計
（５年計）

122 50 ▲133 13 44 358 ▲7 40 209 10 707

②期中調整額合計
（変更が反映される2024～27年度
（４年間）における年平均）

30 13 ▲33 3 11 90 ▲2 10 52 2 177

③2022/12承認の収入の見通し
（年平均）

1,988 4,789 14,736 6,319 1,472 7,154 3,153 1,560 4,975 691 46,836

④今回申請の収入の見通し
（年平均）（＝②＋③）、（対③比）

2,018
(+1.5%)

4,801
(+0.3%)

14,703
(▲0.2%)

6,322
(+0.0%)

1,483
(+0.8%)

7,244
(+1.3%)

3,152
(▲0.1%)

1,570
(+0.6%)

5,027
(+1.1%)

693
(+0.4%)

47,013
(+0.4%)

（出典）各社の2022/12承認時及び今回申請の申請様式より事務局作成、億円未満を四捨五入

第49回料金制度専門会合
資料４（2023年11月8日）



期中調整に関する欧州の状況

⚫ レベニューキャップ制度を導入している英国、独国等においても、期中調整を認めている。

23

第6回次世代技術を活用した新たな電力
プラットフォームの在り方研究会資料

（2019年3月4日）
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１．託送料金制度（レベニューキャップ制度）の概要と
前回の審査結果

２．今回の期中調整の概要
３．発電側課金の導入
４．今後のスケジュール
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発電所立地と送電線増強費用

⚫ 発電所新設に伴う送電線増強費用は、大需要地からの送電距離や、既存の送電線
の空き状況などによって変わりうる。

⚫ 電力コストの低減を図る上では、発電コストを低減させるのみならず、発電コストと送電コ
ストを合計した総合コストの低減を図っていく必要があり、発電側課金の導入と立地に
応じた割引制度によって、総合コストの低い地域への電源立地誘導を図る。

増強コスト大
増強コスト小
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発電側課金について

⚫ 現在、小売事業者が全て負担している送配電設備の維持・拡充に必要な費用について、2024
年度以降、需要家とともに系統利用者である発電事業者に一部の負担を求め、より公平な費用
負担とすることを目指す。

＜発電側課金の導入後（イメージ）＞

需要家
託送料金

（90）
小売送配電発電

電気料金

発電費用（発電側課金の導入を踏まえて見直し）

託送料金の総額（100）

発電側課金

（10）

＜現行の託送料金制度＞ 小売事業者（需要側）に100％課金

需要家
託送料金

小売送配電発電
電気料金

発電費用

発電側課金の導入について
中間とりまとめ概要（2023年4月）

一部修正

※託送料金を電気料金の３割程度としたときに、発電側課金は託送料金の１割程度であるので、電気料金に占める発電側課金の割合は単純計算で
３％程度と試算される。ただし、小売電気事業者が契約している発電事業者などによって、電気料金への影響は異なる。
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東北エリア

東京エリア

現行の託送料金制度
系統増強費用は、エリア内の小売事
業者に課される託送料金を通じ、エリ
ア内の需要家で負担

発電側課金の導入後
系統増強費用の一部を発電事業者が負
担し、当該費用を売電費用に上乗せする
ことで、当該発電事業者の電気を購入す
る需要家が負担（電気がエリア外に販売
される場合は、エリア外の需要家が負担）

系統増強費用発生

エリア外への
電気の販売

地内系統増強費用のエリア間負担

⚫ 現行の託送料金制度では、再エネ電源の導入などに伴う地内系統増強費用は、当該エリア内
で負担することになる。一方、発電側課金の導入後は、価格転嫁を通じ、当該エリアの電気を
利用する他エリアの需要家も系統増強費用を負担することとなる。

発電側課金の導入について
中間とりまとめ概要（2023年4月）
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課金対象

⚫ 発電側課金については、系統に接続し、かつ、系統側に逆潮させている電源全てを課金対象と
することを基本とする。ただし、系統側への逆潮が10kW未満と小規模な場合は、当分の間、課
金対象外とする。

⚫ 発電側課金の導入が再エネの最大限の導入を妨げないよう、FIT電源等の取扱いについて、資
源エネルギー庁の審議会において整理がなされた。既認定FIT/FIP については、調達期間等が
終了してから発電側課金の対象にすること、また、新規FIT/FIPについては、調達価格等の算定
において考慮し、非FIT/卒FITについては、事業者の創意工夫（相対契約等）の促進及び円
滑な転嫁の徹底を行うこととされた。

発電側課金の対象に関する基本的な考え方

系統に接続し、かつ、系統側に逆潮させて
いる電源全てを課金対象とする

ただし、以下については課金対象外

系統側への逆潮が
10kW未満の電源

調達期間等内の
既認定FIT/FIP

発電側課金の導入について
中間とりまとめ概要（2023年4月）
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課金単価の設定方法（対象費用のイメージ）

⚫ 発電側・需要側の両方で等しく受益していると考えられる上位系統（基幹系統及び特別高圧系
統）に係る固定費の一部（発電側と需要側の課金対象kWで按分したもの）を発電側課金で
回収することとしている。

発電所
柱上変圧器

大規模工場 ビル・中規模工場

一次変電所

メガソーラー・
風力発電 住宅/商店

離島
供給費 給電費

ｱﾝｼﾗﾘｰ
ｻｰﾋﾞｽ費 送電費

受電用
変電費

高圧
配電費

配電用
変電費

低圧
配電費 需要家費

656 835 1,773 10,594 3,753 2,201 10,807 4,250 6,076

超高圧
変電所

配電用変電所

小規模工場

5

3 42 5１

配電

（高圧・低圧）

送電

（上位系統（基幹系統・特高））

100/200V

6,600V

6,600V154,000V 66,000V275,000～
500,000V

高圧

低圧

特別
高圧

66,000～
154,000V

合計

44,835

保留原価
等

3,883

小売電気事業者

小売電気事業者

小売(小売負担比率分) 小売電気事業者
発電(発電負担比率分)

43１ 2

（注）上記原価は2015年度実績でいずれも可変費を含む（発電側課金の課金対象原価は、上記 のうち固定費のみ）

託送
原価

(億円)

発電側
課金導入後

現状の
費用負担

2

発電側課金の導入について
中間とりまとめ概要（2023年4月）
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（参考）課金単価の設定方法（基本的な考え方）

⚫ 上位系統の固定費のうち、発電側の負担割合を定める際には、発電側と需要側の課金対象
kWで按分する。その後、kW課金とkWh課金を１：１で算定する。

⚫ 調達期間等内の既認定FIT/FIPに対しては調達期間が終了してから課金対象となることや、揚
水発電・蓄電池についてはkWh課金が免除と整理されたことから、課金単価の設定方法としては、
以下の図のとおりとする。
※ 発電側課金における規制期間とレベニューキャップ制度の規制期間は同じ期間とする（発電側課金の単価は５年で見直す。ただし、レベニュー

キャップ制度の第１規制期間（2023年度～2027年度）を踏まえ、発電側課金における第１期間は、2024年度～2027年度とする）。

ステップ１：上位系統の固定費のうち、発電側負担の原価の割合を以下により算出

ステップ２：発電側負担原価をkWとkWhの１：１で按分し、単価を算出

託送原価

発電側負担

需要側負担
上位系統の固定費

上位系統の固定費

想定発電kW

想定発電kW 想定需要kW

×

＋

発電側負担

kW原価

kWh原価

想定発電kW kW課金単価

想定発電kWh kWh課金単価

÷

÷

=

=

1:1で按分

調達期間等内の既認定FIT/FIPを含めない
（揚水発電・蓄電池は含める）

調達期間等内の既認定FIT/FIPを含める
（揚水発電・蓄電池は含める）

調達期間等内の既認定FIT/FIPを含めない
（揚水発電・蓄電池は含める）

調達期間等内の既認定FIT/FIPを含めない
揚水発電・蓄電池は含めない

発電側課金の導入について
中間とりまとめ概要（2023年4月）



⚫ 各一般送配電事業者から受領した諸元に基づく試算※によれば、上位系統の固定費
（発電側負担）は、全国大で3,856億円※となり、託送料金の根幹となる｢収入の
見通し（総原価）｣の８％程度と算出しており、当該費用分については、現行の需要
側託送料金から控除されると考えられる。
※一般送配電事業者各社が2023年9月29日付けで提出した収入見通しの変更承認申請の金額は、反映していない。

※課金単価の算定に必要なデータが現時点ではそろっておらず、現時点での仮定等を踏まえた試算となっている。

※単年度ベース。需要側が負担する上位系統の固定費は、全国大で8,855億円。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 計

発電側が負担する
上位系統の固定費 145 427 1,193 491 156 669 232 138 374 31 3,856

需要側が負担する
上位系統の固定費 412 960 2,824 1,080 286 1,382 534 291 1,011 75 8,855

収入の見通し 1,988 4,789 14,736 6,319 1,472 7,154 3,153 1,560 4,975 691 46,836

（単位：億円）
一般送配電事業者が発電側課金で回収する費用額（試算値※、単年度ベース）

発電側課金で回収する費用

※一般送配電事業者各社が2023年9月29日付けで提出した収入見通しの変更承認申請の金額は、反映して
いない。

※発電側課金単価と同様に、発電側が負担する固定費の算定に必要なデータが現時点ではそろっておらず、
現時点での仮定等を踏まえた試算となっている。 31
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発電側課金の課金単価に関する試算

⚫ 一般送配電事業者から受領した諸元に基づく試算によれば、発電側課金の課金単価（試算
値）は、以下の表のとおり。

⚫ なお、本試算値に関しては、以下の点に関して留意が必要。

➢ 課金単価の算定に必要なデータが現時点ではそろっておらず、仮定等を踏まえた試算となって
いること。

➢ 実際に発電事業者に一般送配電事業者が課金する際には、課金単価に加えて、割引相当
額が付加されること。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄 全国平均

kW課金単価
（円/kW・月）
（割引単価・割引相当額付
加単価は別途計算される）

99.66 71.18 70.91 69.83 79.91 81.84 71.31 73.76 72.42 60.47 75.13

kWh課金単価
（円/kWh）

0.30 0.24 0.28 0.22 0.27 0.26 0.29 0.22 0.27 0.23 0.26

※上記は現時点での試算値。発電事業者に一般送配電事業者が課金する際には、課金単価を割引額や割引相当
額によって補正することとなる。

第86回 制度設計専門会合
資料９－１（2023年６月27日）

一部修正
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発電側課金の割引単価等に関する試算

⚫ 一般送配電事業者から受領した諸元に基づく試算によれば、発電側課金の割引単価や割引
相当額付加単価（いずれも試算値）は、以下の表のとおり。

⚫ なお、本試算値に関しては、以下の点に関して留意が必要。

➢ 算定に必要なデータが現時点ではそろっておらず、仮定等を踏まえた試算となっていること（課
金単価の試算値を公表した際の諸元と同一のものを使用しており、期中調整の申請額は反
映していない。）。

➢ 割引エリア（案）に関しては、一般送配電事業者が各社ホームページにおいて公表済み。

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

割
引
単
価

割引A-1 57.82 29.98 27.40 39.03 24.99 28.47 34.32 39.82 35.65 14.79 

割引A-2 19.72 12.09 10.16 16.24 8.84 10.21 12.13 12.46 14.66 7.62 

割引A-3 9.86 6.04 5.08 8.12 4.42 5.10 6.07 6.23 7.33 3.81 

割引B-1 41.84 41.20 43.51 30.81 54.92 53.37 36.99 33.94 36.77 45.68 

割引B-2 12.92 16.65 15.80 12.60 19.40 19.36 12.91 8.83 15.13 23.64 

割引相当額付加単価 7.69 13.09 6.21 4.48 4.30 5.64 7.40 4.89 5.48 1.95 

（円/kW・月）
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（参考）割引制度に関して

「発電側課金の導入について 中間とりまとめ概要」
（2023年４月）

⚫ 発電側課金における割引制度は、電源が送配電設備の整備費用に与える影響を課金額に反
映させるもの。基幹系統に与える影響に着目した割引A、配電系統に接続する電源を対象とし、
特別高圧系統に与える影響に着目した割引Bを設定する。

⚫ 発電側課金のkW課金は、以下の図のとおり、エリア全体での割引相当額を合算した上で、各
kW課金に均等配分することでkW課金単価を算定する。したがって、エリア全体で見た割引相当
額の総額が大きくなれば、各単価に均等配分される金額も大きくなる。

割引相当額の均等配分後

割引なし 割引あり 割引あり

▲20円
/kW ▲40円

/kW

75円
/kW 55円

/kW 35円
/kW

割引なし 割引あり 割引あり

＋20円
/kW

95円
/kW

75円
/kW

55円
/kW

＋20円
/kW

＋20円
/kW

75円
/kW 55円

/kW 35円
/kW

割引相当額の合計
▲60円/kWを
各単価に
均等配分

割引相当額の均等配分前

＜イメージ＞

※算定イメージであり、実際の負担水準は異なる可能性がある点に留意する必要がある。 34
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フィンランド

ルーマニア

英国

アイルランド

デンマーク

フランス

ポルトガル

スロバキア

スペイン

スウェーデン

ノルウェー

発電側課金に関する欧州の状況

⚫ 欧州においては、発電側課金の導入が進んでいる。

⚫ 発電側課金の導入国の１つである英国では、発電側課金の地域間料金差を設定することで、
電源の立地誘導効果を図っている。

出典：令和3年度産業経済研究委託事業（新たな託送料金制度における定量的な分析手法の更なる検討及び諸外国等の託送料金制度に係る調査事業）を基に作成。

発電側課金の導入国

モンテネグロ

オーストリア

ベルギー

ボスニア
ヘルツェゴビナ

ブルガリア
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１．託送料金制度（レベニューキャップ制度）の概要と
前回の審査結果

２．今回の期中調整の概要
３．発電側課金の導入
４．今後のスケジュール



期中調整と発電側課金との関係

⚫ 2023年度から導入されたレベニューキャップ制度の収入の見通しについて、現在、期
中調整（2024年度～2027年度）の申請が出されているところ。

⚫ 期中調整が行われたあとの収入の見通しの範囲内で、原価を発電側課金と需要側
託送料金に割り振り、それぞれ託送料金単価を設定し、2024年度から発電側課金
を導入※。 ※導入にあたっては、収入の見通しの期中調整の承認、託送料金約款の認可が行われることが前提。

＜イメージ＞

③料金の算定①事業計画の策定
②事業計画を踏まえた
収入の見通しの算定

収入の見通し
（期中調整）

低圧向けの料金

特別高圧向けの料金

事業計画

計画に必要な費用の見積 料金×想定需要等(例：kW,kWh)が収入
の見通しを超えない範囲で料金を設定

発電事業者負担
（発電側課金）

小売事業者負担
（需要側託送料金）

高圧向けの料金

kW課金（固定料金）

kWh課金（従量料金）
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託送料金改定に向けたスケジュール

⚫ ９月29日付けで各一般送配電事業者から収入の見通しの変更承認申請（期中調
整申請）が経済産業大臣宛てになされたことを受けて、電力・ガス取引監視等委員会
において審査中。

⚫ 収入の見通しの期中調整の承認後、料金単価の認可申請（発電側課金の導入、期
中調整の反映）を受け、審査結果を踏まえて認可予定。

⚫ 周知期間を経て、４月から新託送料金を適用する予定。

38

2023年度 2024年度

9月 10月 4月

期中調整
申請・審査

託送供給等約款

申請・審査

申請 承認

申請 認可

審査

承認された収入の見通しを上回らない
範囲で料金設定

審査

2024年4月～
託送料金改定

周知期間等


